
① 計画 （Plan）

② 実施 （Do）

③ 振り返り（Check）

④ 改善（Ａｃｔｉｏｎ）

2025年度

長期振興計画

の位置づけ

施策名 防災・危機管理の充実

基本事業名 公助の強化

事業名 小型動力ポンプ購入事業 総事業費 15,906 千円

事業の意図 火災発生時の初期消火対応力の維持・向上

事業の実績

と成果

取組内容 仕様書作成、入札契約審査委員会、納品、検査、支払い等の事務。

成 果 更新により、地域の消防力が維持され、最新式への入れ替えにより小型動力ポンプの能力向上。

事業実施上の課題

（事業担当者記入）

今後も更新が必要とされる小型動力ポンプについて対応が必要。

また、火災出動については幸いにも年間件数が少なく、使用機会が少ないため、定期的にポンプの動作確認や機器点

検等が必要。

評価結果の根拠

及び今後の課題

（担当課長記入）

本年度は2台のポンプの更新を予定していたが、再編交付金事業の対象となることから、調子の悪いポンプ及び対応

年数が超過しようとするポンプ併せて6台の更新を行った。このことにより安定した消火活動が期待できる。一方

で、定期的に動作確認を行い常に良好な状態を保つことが重要であることから、定期訓練時においても本番さながら

の活用行い、状態維持に努めていく必要がある。

今後の更新計画に応じて準備を行う。次回は、令和９年度に２台を予定している。方向性

【参考資料】  

※事業の取組内容・成果がわかる写真や図・グラフ等 説明

小型動力ポンプ(B2級)3台更新

榕城分団1台・中割分団1台・住吉分団1台



① 計画 （Plan）

② 実施 （Do）

③ 振り返り（Check）

④ 改善（Ａｃｔｉｏｎ）

2025年度

事業実施上の課題

（事業担当者記入）

防災ラジオの故障も増えてきており、３～４年後には、更新が必要である。

屋外拡声子局のバッテリーが更新時期を迎えているので、令和６年度～令和８年度にかけて交換していく必要があ

る。

評価結果の根拠

及び今後の課題

（担当課長記入）

市の防災情報システムは緊急時の情報伝達に欠かせないものであることから、メンテナンスを怠ることな管理を

行っていく必要がある。

市防災情報システムは、市の防災対策の基幹をなすものであるため、引き続き、適切な運用ができるよう、委託業

者と連携しながら維持管理を行っていく。
方向性

事業の意図 防災災害情報を確実に伝達する。

事業の実績

と成果

取組内容

災害情報の発信は、市の責務であると認識しており適切な維持管理及び運用に努めている。

突発的な不具合への対応については、システム業者と連携をとり、対応した。

屋外拡声子局の点検を全箇所で行った。

成 果

副配信局PCについて、耐用年数を過ぎているため、更新を行った。

防災ラジオの不具合も増えてきているため、交換用に180台購入した。

屋外拡声子局のバッテリーについて、沿岸部を中心に37箇所交換した。

事業名 防災情報システム（防災無線）維持管理事業 総事業費 25,875 千円

長期振興計画

の位置づけ

施策名 防災・危機管理の充実

基本事業名 公助の強化
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② 実施 （Do）

③ 振り返り（Check）

④ 改善（Ａｃｔｉｏｎ）

2025年度

事業実施上の課題

（事業担当者記入）
PCの耐用年数が５年であるため、５年後には更新が必要となる。

評価結果の根拠

及び今後の課題

（担当課長記入）

更新の時期に伴い情報機器の入れ替えを行った。今回は１台増設することで、行方不明者捜索時の創作本部に機器

を持ち込むことで、迅速な防災情報での情報伝達が可能となった。

令和７年度は、事業なし方向性

事業の意図 防災、災害情報を確実に伝達する。

事業の実績

と成果

取組内容 平成30年度に導入した市情報防災システムの副配信PCが耐用年数を超えているため、更新した。

成 果 市役所３台（防災消防係２、秘書広報係１）、西之表消防署 １台の計４台を更新した。

事業名 防災情報システム設備更新事業【再編交付金】 総事業費 5,560 千円

長期振興計画

の位置づけ

施策名 防災・危機管理の充実

基本事業名 公助の強化
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② 実施 （Do）
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2025年度

長期振興計画

の位置づけ

施策名 防災・危機管理の充実

基本事業名 公助の強化

事業名 急傾斜地崩壊対策（負担金）事業 総事業費 7,492 千円

事業の意図 災害時での危険区域の住民の安全確保を行う。

事業の実績

と成果

取組内容 浦田地区の法枠工を680㎡行い、上能野地区用地測量を行った。

成 果
浦田地区、上能野地区とも斜面崩壊の危険性があり、対策事業を行う事により地区住民の安心・安全な生活

環境が確保できる。

事業実施上の課題

（事業担当者記入）
対策費用の増大に伴う負担金が継続的に発生する。

評価結果の根拠

及び今後の課題

（担当課長記入）

防災対策の負担金で、適正に執行されている。

急傾斜崩壊対策事業として整備するもので、災害時の危険区域の住民の安全確保を行う。方向性



① 計画 （Plan）

② 実施 （Do）

③ 振り返り（Check）

④ 改善（Ａｃｔｉｏｎ）

2025年度

長期振興計画

の位置づけ

施策名 防災・危機管理の充実

基本事業名 公助の強化

事業名 県単急傾斜地崩壊対策事業 総事業費 3,000 千円

事業の意図 災害時での危険区域の住民の安全確保を行う。

事業の実績

と成果

取組内容 急傾斜地崩壊危険箇所に指定されている西町地区の法面崩壊箇所の用地測量を行った。

成 果 急傾斜地崩壊対策事業を行うことにより周辺住民の被害を未然に防ぐことができる。

事業実施上の課題

（事業担当者記入）
特になし。

評価結果の根拠

及び今後の課題

（担当課長記入）

防災対策の充実のため住民の要望について、可能な限り早期に実現することが必要である。

急傾斜崩壊対策事業として整備するもので、災害時の危険区域の住民の安全確保を行う。方向性


